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Ⅰ．市町村向けアンケート調査 

（１）調査概要 

九州の市町村に対しアンケート調査を実施し、公共交通施策推進体制およびその課題を

把握する。 

①調査対象 

九州の全 233市町村 

②調査方法 

九州の全市町村の公共交通担当部局に送付した。なお本アンケートは、令和２年度「地域

の輸送資源の活用方法に関する調査」における「九州運輸局 「地域の輸送資源の活用実態」

に関するアンケート」の一部として実施した。※39～41ページ中の問４ 

 

調査期間    ：2020年 11月 6日～11月 25日 

有効回答数（公共交通担当部局） ：231件 

有効回答率    ：99.1％ 
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（２）アンケート結果 

 

 《専任担当者数》 

 「専任担当者なし」の市町村は過半数を超える。平均は 0.76人である。 

 

（注）無回答を除く 

《兼任担当者数》 

 「１人」の市町村が 43.4％と最も多い。平均は、1.46人である。 

 

（注）無回答を除く 

  

24.6 13.6 61.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

1人 2人以上 専任担当者なし

n=199

43.4 42.5 14.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

1人 2人以上 兼任担当者なし

n=221

①公共交通の専任担当者数、兼任担当者数 
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 公共交通施策推進における課題として、「財源不足」が 63.9％と最も多い。特に重要な課

題でも、「財源不足」が最も多い。「専門部署の不足、担当職員不足」も 52.6％となってお

り、市町村では公共交通担当職員の人手不足が、前頁の職員数からもわかるように、大きな

課題となっている。また、「住民の当事者意識の不足」も 53.0％となっており、いつか使う

からといって公共交通を利用の少ない住民などに自分ごととして考えもらう機会を設ける

ことも必要である。「①交通事業者の協力不足」では、「既存路線ネットワーク再編時の事業

者との調整難航」が多く挙がっており、コミュニティバス等を導入する前の段階である、既

存の路線バス等の減便、廃止等に関して調整が難航している可能性がある。 

②公共交通施策推進における課題 
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5.7 

15.7 

24.3 

18.3 

2.2 

22.6 

17.0 

3.5 

26.1 

27.8 

11.3 

53.0 

23.5 

2.2 

14.8 

30.9 

12.2 

2.2 

52.6 

18.7 

17.4 

63.9 

23.0 

7.4 

2.6 

1.7 

0.4 

2.2 

1.8 

1.3 

0.0 

3.1 

0.0 

0.4 

2.7 

2.2 

0.4 

13.8 

0.4 

0.0 

0.9 

1.3 

2.2 

0.0 

16.1 

0.9 

0.4 

26.8 

3.1 

3.6 

-

13.8 

0 10 20 30 40 50 60 70

①-1)鉄軌道導入・延伸時等の事業者との調整難航

①-2)コミュニティバス等導入時の事業者との調整難航

①-3)既存路線ネットワーク再編時の事業者との調整難航

①-4)事業者からの情報提供が不十分

①-5)合意・協議内容の事後破棄・未遵守

①-6)事業者の経営改善努力の不足

①-7)IT技術の活用や導入に対する理解・協力不足

①-8)その他の交通事業者の協力不足

②-1)地域公共交通体系変更への理解・協力不足

②-2)運行本数・時間等の見直しに対する理解・協力不足

②-3)運賃又は運賃制度見直しに対する理解・協力不足

②-4)住民の当事者意識の不足

②-5)利用促進等の活動に対する住民の協力不足

②-6)その他の市民・住民、利用者の理解・協力不足

③-1)予算措置への理解不足

③-2)異なる部署間の連携不足

③-3)市町村の重要施策との位置づけ不足

③-4)その他の市町村内部の連携・理解不足

④専門部署の不足、担当職員の不足

⑤相談相手の不足

⑥地域公共交通関連情報の不足

⑦財源不足

⑧どのように取り組んでよいかわからない

⑨その他

⑩特に課題はない

無回答

①
交

通
事

業
者

の
協

力
不

足
②

市
民

 住
民

、
利

用
者

の
理

解
 協

力
不

足

③
市

町
村

内
部

の
連

携
 理

解
不

足

推進上の課題

（N=231）

特に重要な課題

（n=221）

(％)
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専任担当者が多い自治体ほど、「住民の当事者意識の不足」、「事業者の経営改善努力の

不足」を特に重要な課題と答えており、専任担当者が少ない自治体ほど、「専門部署の不

足、担当職員不足」を特に重要な課題と答えている。 

 

専任担当者なし
（n=117）

１人
（ｎ=47）

２人以上
（n=27）

無回答
（n=30）

①-1)鉄軌道導入・延伸時等の事業者
        との調整難航

0.0 2.1 0.0 0.0

①-2)コミュニティバス等導入時の事業
　　　 者との調整難航

1.7 4.3 3.7 0.0

①-3)既存路線ネットワーク再編時の
        事業者との調整難航

0.9 0.0 3.7 6.7

①-4)事業者からの情報提供が不十分 1.7 0.0 0.0 3.3

①-5)合意・協議内容の事後破棄・
        未遵守

0.0 0.0 0.0 0.0

①-6)事業者の経営改善努力の不足 0.9 4.3 11.1 3.3

①-7)IT技術の活用や導入に対する
        理解・協力不足

0.0 0.0 0.0 0.0

①-8)その他の交通事業者の協力不足 0.9 0.0 0.0 0.0

②-1)地域公共交通体系変更への
        理解・協力不足

4.3 2.1 0.0 0.0

②-2)運行本数・時間等の見直しに
         対する理解・協力不足

2.6 4.3 0.0 0.0

②-3)運賃又は運賃制度見直しに
         対する理解・協力不足

0.0 0.0 0.0 3.3

②-4)住民の当事者意識の不足 12.0 17.0 29.6 3.3

②-5)利用促進等の活動に対する住民
        の協力不足

0.9 0.0 0.0 0.0

②-6)その他の市民・住民、利用者の
        理解・協力不足

0.0 0.0 0.0 0.0

③-1)予算措置への理解不足 0.0 0.0 7.4 0.0

③-2)異なる部署間の連携不足 1.7 2.1 0.0 0.0

③-3)市町村の重要施策との
        位置づけ不足

1.7 4.3 0.0 3.3

③-4)その他の市町村内部の連携・
        理解不足

0.0 0.0 0.0 0.0

17.1 14.9 0.0 33.3

0.0 2.1 3.7 0.0

0.9 0.0 0.0 0.0

30.8 25.5 18.5 23.3

5.1 2.1 0.0 0.0

3.4 2.1 11.1 0.0

13.7 12.8 3.7 3.3

100.0 100.0 100.0 100.0

（％）

　無回答

④専門部署の不足、担当職員の不足

⑤相談相手の不足

⑥地域公共交通関連情報の不足

⑦財源不足

⑧どのように取り組んでよいかわからない

⑨その他

合計

①
交
通
事
業
者
の
協
力
不
足

②
市
民
 
住
民

、
利
用
者
の

理
解
 
協
力
不
足

③
市
町
村
内
部
の

連
携
 

理
解
不
足

③公共交通の専任担当者数×公共交通施策推進における課題（特に重要と考える課

題） 
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 異なる部署との連携不足に関して、「福祉関連部署（高齢者関連）との連携不足」が

36.8％と最も多い。一方、「特に連携不足はない」が 42.9％となっている。 

 

 

  

36.8 

19.5 

19.5 

17.3 

15.6 

10.4 

9.1 

8.7 

6.5 

4.8 

3.9 

2.6 

0.9 

42.9 

4.3 

35.2 

4.1 

6.6 

4.1 

10.7 

2.5 

6.6 

6.6 

2.5 

0.0 

0.8 

2.5 

0.8 

-

17.2 

0 10 20 30 40 50

福祉関連部署（高齢者関連）との連携不足

福祉関連部署（高齢者関連以外）との連携不足

観光関連部署との連携不足

教育関連部署との連携不足

都市計画関連部署との連携不足

道路関連部署との連携不足

財政関連部署との連携不足

総務・企画関連部署との連携不足

交通関連部署との連携不足

農業・産業関連部署との連携不足

環境関連部署との連携不足

区役所・出張所など出先機関との連携不足

その他の部署との連携不足

特に連携不足はない

無回答

連携不足と感じる部署

（N=231）

特に連携不足と感じる部署

（n=122）

(％)

④異なる部署との連携不足 
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 専任担当者が２人以上の自治体は、比較的「都市計画関連部署との連携不足」

（20.0％）を感じている割合が高い。 

 

 

 

 

（％）
専任担当者なし
（n=55）

１人
（ｎ=33）

２人以上
（n=15）

無回答
（n=19）

交通関連部署との連携不足 3.6 0.0 0.0 5.3

都市計画関連部署との連携不足 10.9 6.1 20.0 10.5

総務・企画関連部署との連携不足 5.5 12.1 0.0 5.3

福祉関連部署（高齢者関連）との連携不
足

34.5 36.4 26.7 42.1

福祉関連部署（高齢者関連以外）との連
携不足

7.3 3.0 0.0 0.0

教育関連部署との連携不足 3.6 9.1 0.0 0.0

観光関連部署との連携不足 9.1 6.1 6.7 0.0

農業・産業関連部署との連携不足 0.0 0.0 0.0 0.0

財政関連部署との連携不足 5.5 6.1 6.7 10.5

道路関連部署との連携不足 1.8 0.0 6.7 5.3

環境関連部署との連携不足 0.0 0.0 6.7 0.0

区役所・出張所など出先機関との連携
不足

1.8 3.0 6.7 0.0

その他の部署との連携不足 0.0 3.0 0.0 0.0

無回答 16.4 12.1 13.3 5.3

合計 100.0 100.0 100.0 100.0

⑤公共交通の専任担当者数×異なる部署との連携不足（特に連携不足と感じる部署） 
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市町村において公共交通施策推進で必要な情報に関して、「国の支援制度の内容」が

45.0％と最も多い。一方、特に必要な情報としては、３ページの「②公共交通施策推進に

おける課題」で「住民の当事者意識の不足」が多く挙がったことに関連して、「住民や企

業等に対する公共交通利用促進の意識醸成」が 26.2％となっている。 

 

 

  

45.0 

42.0 

33.3 

29.9 

28.6 

22.5 

19.9 

7.8 

5.6 

1.7 

4.3 

3.0 

18.2 

26.2 

8.4 

4.2 

15.0 

9.3 

5.6 

0.5 

0.9 

1.4 

－

10.3 

0 10 20 30 40 50

国の支援制度の内容

住民や企業等に対する公共交通利用促進の意識醸成

他の地域における事例やその成功要因

県の支援制度の内容

計画の立て方

地域の関係者との合意形成の方法

各種交通システムのしくみ、GTFSの導入などITの活用方

法

どの人物（有識者等）が相談に乗ってくれるか

どのコンサルタントを選べばよいのか

その他

特に必要な情報はない

無回答

必要な情報（N=231）

特に必要な情報（n=214）

(％)

⑥市町村において公共交通施策推進で必要な情報 
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 公共交通施策推進における特に重要な課題において「住民の当事者意識の不足」と回答

した市町村の割合は「住民や企業等に対する公共交通利用促進の意識醸成」（80.6％）が

最も高く、次いで「国の支援制度の内容」（48.4％）と「他の地域における事例やその成

功要因」（48.4％）が高い。「財源不足」と回答した自治体の割合は、「国の支援制度の内

容」（56.7％）が最も高く、次いで「住民や企業等に対する公共交通利用促進の意識醸

成」（41.7％）が高い。 

 
  

国の支援
制度の内容

県の支援
制度の内容

地域の
関係者との合
意形成の方法

他の地域にお
ける事例やそ
の成功要因

計画の立て方

各種交通シス
テムのしくみ、
GTFSの導入
などITの
活用方法

どの人物（有
識者等）が
相談に乗って
くれるか

どのコンサル
タントを選べば
よいのか

住民や企業等
に対する公共
交通利用促進
の意識醸成

その他
特に必要な情
報はない

無回答 合計

①-1)鉄軌道導入・延伸時等の事業者
        との調整難航（n=1)

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

①-2)コミュニティバス等導入時の事業
　　　 者との調整難航(n=5）

40.0 40.0 40.0 20.0 40.0 20.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 100.0

①-3)既存路線ネットワーク再編時の
        事業者との調整難航(n=4）

50.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 25.0 50.0 0.0 50.0 0.0 100.0

①-4)事業者からの情報提供が不十分
　　　　(n=3)

0.0 0.0 66.7 33.3 33.3 66.7 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

①-5)合意・協議内容の事後破棄・
        未遵守(n=0）

①-6)事業者の経営改善努力の不足
　　　(n=7)

71.4 57.1 0.0 71.4 14.3 42.9 14.3 0.0 28.6 0.0 0.0 0.0 100.0

①-7)IT技術の活用や導入に対する
        理解・協力不足(n=0)

①-8)その他の交通事業者の協力不足
        (n=1)

0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

②-1)地域公共交通体系変更への
        理解・協力不足(n=6)

50.0 16.7 83.3 50.0 50.0 16.7 16.7 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0 100.0

②-2)運行本数・時間等の見直しに
         対する理解・協力不足(n=5)

60.0 60.0 20.0 0.0 60.0 0.0 0.0 0.0 60.0 0.0 0.0 0.0 100.0

②-3)運賃又は運賃制度見直しに
         対する理解・協力不足(n=1)

100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

②-4)住民の当事者意識の不足(n=31) 48.4 9.7 25.8 48.4 16.1 22.6 0.0 3.2 80.6 0.0 0.0 0.0 100.0

②-5)利用促進等の活動に対する住民
        の協力不足(n=1)

100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

②-6)その他の市民・住民、利用者の
        理解・協力不足(n=0)

③-1)予算措置への理解不足
        (n=2）

50.0 0.0 50.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 100.0

③-2)異なる部署間の連携不足
　　　(n=3)

33.3 66.7 0.0 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 100.0

③-3)市町村の重要施策との
        位置づけ不足(n=5)

20.0 0.0 0.0 80.0 80.0 40.0 0.0 20.0 20.0 0.0 0.0 0.0 100.0

③-4)その他の市町村内部の連携・
        理解不足(n=0)

24.3 18.9 18.9 27.0 43.2 13.5 18.9 10.8 37.8 5.4 2.7 5.4 100.0

50.0 0.0 50.0 50.0 50.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 100.0

100.0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

56.7 36.7 21.7 26.7 25.0 20.0 8.3 6.7 41.7 3.3 5.0 1.7 100.0

57.1 28.6 42.9 28.6 57.1 0.0 14.3 14.3 42.9 0.0 0.0 0.0 100.0

37.5 37.5 25.0 37.5 37.5 25.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 100.0

45.2 45.2 16.1 32.3 22.6 25.8 6.5 3.2 32.3 0.0 3.2 6.5 100.0

⑨その他(n=8)

　無回答(n=31)

（％）

③
市
町
村
内
部
の

連
携
 

理
解
不
足

④専門部署の不足、担当職員の不足(n=37）

⑤相談相手の不足(n=2)

⑥地域公共交通関連情報の不足(n=1)

⑦財源不足(n=60)

⑧どのように取り組んでよいかわからない(n=7)

①
交
通
事
業
者
の
協
力
不
足

②
市
民
 
住
民

、
利
用
者
の

理
解
 
協
力
不
足

⑦公共交通施策推進における課題（特に重要と考える課題）×公共交通施策推進で必

要な情報 
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市町村の公共交通担当部局が日頃から相談する相手に関して、「交通事業者（協会等含

む）」と「運輸局または運輸局支局の担当者」が 6割を超えている。「特定の相手がおらず

困っている」市町村は、2.6％にとどまった。 

 

  

64.9 

62.3 

49.8 

47.6 

14.3 

12.1 

6.5 

2.6 

1.3 

1.3 

1.7 

0 10 20 30 40 50 60 70

交通事業者（協会等含む）

運輸局または運輸支局の担当者

他の市町村の担当者

県の担当者

有識者・学識経験者

コンサルタント

その他

特定の相手がおらず困っている

地方整備局の担当者

特に相談する必要はない

無回答 N=231

(％)

⑧公共交通担当部局が日頃から相談する相手  
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「道路運送法施行規則第 9条の 2に基づく「地域公共交通会議」」は、77.5％の自治体

で設置している。 

 いずれの会議も設置していない市町村は、27市町村存在する。 

 

  

77.5 

49.4 

15.6 

18.6 

19.0 

39.0 

68.8 

62.3 

3.5 

11.7 

15.6 

19.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

道路運送法施行規則第9条の2に基づく

「地域公共交通会議」

地域公共交通の活性化及び再生に関する

法律に基づく法定協議会

道路運送法施行規則第51条の7に基づく

「運営協議会」

分科会、庁内連絡会議、補助金交付要綱に

基づく協議会等の任意の会議

ある ない 無回答

N=231

⑨公共交通機関のあり方を検討する会議 
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公共交通機関のあり方を検討する会議に参加する委員に関して、「住民・利用者代表」、

「九州運輸局・運輸支局」が参加している市町村は 9割を超えている。一方、「学校・教

育関係者」、「医療・福祉関係者」が参加している市町村は比較的少数である。市町村内で

のスクールバスや福祉輸送を管轄する部署も会議に参加することは、地域の公共交通に対

する課題を共有することにつながる。 

 

 

 

 

  

95.5 

93.0 

89.6 

80.1 

77.6 

72.6 

70.1 

64.7 

62.7 

60.2 

51.7 

50.7 

40.8 

40.3 

37.3 

34.3 

22.9 

21.4 

19.4 

16.9 

10.4 

7.0 

2.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110

住民・利用者代表

九州運輸局・運輸支局

警察

路線バス事業者

市町村交通担当

県

道路管理者

コミュバス・デマンド交通等の運行事業者

交通事業者の団体

タクシー事業者

学識経験者

労働組合

商工会・観光協会等の経済団体

市町村その他の部署

市町村福祉担当

鉄軌道事業者

市町村教育担当

学校・教育関係者

医療・福祉関係者

市町村観光担当

その他の民間企業・団体

その他

無回答

n=201

(％)

⑩公共交通機関のあり方を検討する会議に参加する委員 
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Ⅱ．県向けアンケート調査 

（１）調査概要 

九州各県に対しアンケート調査を実施し、公共交通施策推進体制およびその課題課題を

把握する。 

①調査対象 

九州の全 7県 

②調査方法 

九州各県の公共交通担当部局に送付した。 

 

調査期間    ：2021年 2月 15日～2月 26日 

有効回答数（公共交通担当部局） ：7件 

有効回答率    ：100.0％ 
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（２）アンケート結果 

 

《専任担当者数》  

公共交通関連業務に携わる専任担当者を配置しているのは６県で、平均人数は、16.2 人

となっている。 

 

《兼任担当者数》 

公共交通関連業務に携わる兼任担当者を配置しているのは３県で、平均人数は 6.3 人と

なっている。 

 

 

1 2 3 1

0 1 2 3 4 5 6 7

1人以上～10人未満 10人以上～20人未満 20人以上 専任担当者なし

N=7

2 1 4

0 1 2 3 4 5 6 7

1人以上～10人未満 10人以上～20人未満 兼任担当者なし

N=7

①公共交通の専任担当者数、兼任担当者数  
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 各県において担当職員等の人材確保・育成を図るために有効だと思うこととして、「交通

事業者から県へ出向してもらい、交通に関する専門的な人材を確保するとともに、人材交

流・育成を進める。」、「交通事業者に県から出向させることで、交通に関する専門的な人材

交流・育成を進める。」は３県ずつと最も多く、うち２県は両方とも選択している。また、

「IT 技術の活用により今までの業務が簡略化され、大がかりな実態調査を行う必要がなく

なるなど、既存業務を効率化することで空いた人材を確保する。」も３県となっている。 

 

 

3 

3 

3 

2 

1 

0 

1 

0 

0 1 2 3 4 5 6 7

交通事業者から県へ出向してもらい、

交通に関する専門的な人材を確保するとともに、

人材交流・育成を進める。

交通事業者に県から出向させることで、

交通に関する専門的な人材交流・育成を進める。

IT技術の活用により今までの業務が簡略化され、

大がかりな実態調査を行う必要がなくなるなど、

既存業務を効率化することで空いた人材を確保す

る。

大学など教育機関と連携することで

専門的な人材を確保する。

住基ネット等を活用して潜在的交通需要を把握し、

より効率的な公共交通網の形成につなげるなど、

様々な既存データの活用が進むことで検討業務が

容易になり、空いた人材の確保につながる。

その他

特に人材不足は感じていないので必要ない。

無回答

（県）

N=７

②担当職員等の人材確保・育成を図るために有効だと思うこと 
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 全ての県が、日頃から相談する相手として「交通事業者（協会等）」、「市町村の担当

者」と回答している。 

  

7 

7 

6 

6 

3 

2 

0 

0 

0 

0 

0 

0 1 2 3 4 5 6 7

交通事業者（協会等含む）

市町村の担当者

他県の担当者

運輸局または運輸支局の担当者

有識者・学識経験者

コンサルタント

地方整備局の担当者

特定の相手がおらず困っている

特に相談する必要はない

その他

無回答

（県）

N=７

③公共交通担当部局が日頃から相談する相手  
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 公共交通施策推進における課題として、「住民の当事者意識の不足」、「専門部署の不

足、担当職員の不足」が５県ずつと最も多い。特に重要な課題は、各県でそれぞれ異なっ

ている。この２つは、市町村アンケートでの公共交通施策推進における課題でも上位にな

っており、県と市町村で課題は共通している部分がある。 

  

1 

1 

4 

3 

1 

4 

2 

0 

2 

2 

1 

5 

3 

0 

1 

3 

0 

0 

5 

0 

1 

3 

0 

0 

1 

0 

0 

0 

1 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

1 

0 

1 

0 

0 

0 

1 

0 

0 

1 

0 

0 

1 

0 

0 

0 

0 

0 1 2 3 4 5 6 7

①-1)鉄軌道導入・延伸時等の事業者との調整難航

①-2)コミュニティバス等導入時の事業者との調整難航

①-3)既存路線ネットワーク再編時の事業者との調整難航

①-4)事業者からの情報提供が不十分

①-5)合意・協議内容の事後破棄・未遵守

①-6)事業者の経営改善努力の不足

①-7)IT技術の活用や導入に対する理解・協力不足

①-8)その他の交通事業者の協力不足

②-1)地域公共交通体系変更への理解・協力不足

②-2)運行本数・時間等の見直しに対する理解・協力不足

②-3)運賃又は運賃制度見直しに対する理解・協力不足

②-4)住民の当事者意識の不足

②-5)利用促進等の活動に対する住民の協力不足

②-6)その他の市民・住民、利用者の理解・協力不足

③-1)予算措置への理解不足

③-2)異なる部署間の連携不足

③-3)市町村の重要施策との位置づけ不足

③-4)その他の市町村内部の連携・理解不足

④専門部署の不足、担当職員の不足

⑤相談相手の不足

⑥地域公共交通関連情報の不足

⑦財源不足

⑧どのように取り組んでよいかわからない

⑨その他

⑩特に課題はない

無回答

①
交

通
事

業
者

の
協

力
不

足
②

市
民

 住
民

、
利

用
者

の
理

解
 協

力
不

足

③
市

町
村

内
部

の
連

携
 理

解
不

足

推進上の課題

（N=7）

特に重要な課題

（n=6）

（県）

④公共交通施策推進における課題 
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異なる部署の連携不足に関して、「福祉関連部署（高齢者関連）との連携不足」、「観光

関連部署との連携不足」が 3県ずつと最も多い。一方、「特に連携不足はない」に３県が

回答した。 

 

 

  

3 

3 

2 

2 

2 

1 

1 

1 

1 

0 

0 

0 

0 

3 

0 

0 

1 

0 

0 

1 

0 

1 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

1 

0 1 2 3 4 5 6 7

福祉関連部署（高齢者関連）との連携不足

観光関連部署との連携不足

福祉関連部署（高齢者関連以外）との連携不足

教育関連部署との連携不足

出先機関との連携不足

都市計画関連部署との連携不足

財政関連部署との連携不足

道路関連部署との連携不足

環境関連部署との連携不足

交通関連部署との連携不足

総務・企画関連部署との連携不足

農業・産業関連部署との連携不足

その他の部署との連携不足

特に連携不足はない

無回答

連携不足と感じる部署

（N=7）

特に連携不足と感じる部署

（n=3）

（県）

⑤異なる部署との連携不足 
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公共交通施策推進で必要な情報に関して、「国の支援制度の内容」が６県と最も多い。

また、特に必要な情報でも「国の支援制度の内容」が 4県と最も多くなっている。 

 

 

  

6 

4 

4 

2 

2 

0 

0 

0 

1 

0 

0 

4 

1 

1 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

1 

0 1 2 3 4 5 6 7

国の支援制度の内容

他の地域における事例やその成功要因

住民や企業等に対する公共交通利用促進の意識醸成

計画の立て方

各種交通システムのしくみ、GTFSの導入などITの活用方

法

地域の関係者との合意形成の方法

どの人物（有識者等）が相談に乗ってくれるか

どのコンサルタントを選べばよいのか

その他

特に必要な情報はない

無回答

必要な情報（N=7）

特に必要な情報（n=7）

（県）

⑥公共交通施策推進で必要な情報 
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 「道路運送法施行規則第 9条の 2に基づく「地域公共交通会議」」と「道路運送法施行

規則第 51条の 7に基づく「運営協議会」」はそれぞれ１県ずつが設置している一方、「分

科会、庁内連絡会議、補助金交付要綱に基づく協議会等の任意の会議」は 6県が設置して

いる。7県のうち６県が何らかの公共交通機関のあり方を検討する会議を設置している。 

 

 

 

 

 

  

1

1

6

6

6

1

道路運送法施行規則第9条の2に基づく

「地域公共交通会議」

道路運送法施行規則第51条の7に基づく

「運営協議会」

分科会、庁内連絡会議、補助金交付要綱に

基づく協議会等の任意の会議

ある ない

（県）

⑦公共交通機関のあり方を検討する会議 
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 公共交通機関のあり方を検討する会議を設置している６県全てで、「県内市町村」、「九

州運輸局・運輸支局」、「路線バス事業者」、「交通事業者の団体」が委員として参加してい

ると回答としている。 

 

 

 

 

 

6 

6 

6 

6 

5 

3 

3 

3 

3 

3 

2 

2 

2 

1 

1 

1 

1 

0 

0 

0 

0 

1 

0 

0 1 2 3 4 5 6

県内市町村

九州運輸局・運輸支局

路線バス事業者

交通事業者の団体

県交通担当

住民・利用者代表

警察

学識経験者

鉄軌道事業者

商工会・観光協会等の経済団体

県その他の部署

学校・教育関係者

医療・福祉関係者

タクシー事業者

道路管理者

労働組合

その他の民間企業・団体

県観光担当

県福祉担当

県教育担当

コミュバス・デマンド交通等の運行事業者

その他

無回答

（県）

n=6

⑧公共交通機関のあり方を検討する会議に参加する委員 
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 市町村から相談を受ける際の相談内容に関して、「民間事業者との協議における調整や

仲介」は全ての県が回答している。次いで「財政支援に関する相談」や「近隣市町村との

協議における調整や仲介」が６県ずつとなっている。 

   

7 

6 

6 

3 

2 

1 

1 

1 

0 

0 

0 1 2 3 4 5 6 7

民間事業者との協議における調整や仲介

財政支援に関する相談

近隣市町村との協議における調整や仲介

県主体での取り組みの要請

交通計画の策定の方法に関する相談

地域住民等と市町村との協議における調整や仲介

他県の市町村との協議における調整や仲介

その他

特に相談されることはない

無回答 N=７

（県）

⑨市町村から相談を受ける際の相談内容 
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 市町村に対する財政支援以外の支援制度に関して、「市町村が抱える市町村が抱える課

題に対する適切なアドバイス（地域公共交通会議の設置・運営に対する助言など）の実

施」、「市町村主宰の地域公共交通会議への参加」は全ての県が回答している。次いで「セ

ミナー・研修等の実施」や「複数市町村で取り組みを進める時の仲介、市町村担当者間の

連携を進める際の仲介（コーディネーター役）」が 5県ずつとなっている。 

 

 

 

 

7 

7 

5 

5 

3 

2 

1 

0 

0 

0 1 2 3 4 5 6 7

市町村が抱える課題に対する適切なアドバイス

（地域公共交通会議の設置・運営に対する

助言など）の実施

市町村主宰の地域公共交通会議への参加

セミナー・研修等の実施

複数市町村で取り組みを進める時の仲介、

市町村担当者間の連携を進める際の仲介

（コーディネーター役）

県による具体的な取り組みの実施

（地域協議会など）

県としての、地域公共交通のあり方や

指針についての検討

その他

特に財政支援以外の支援は行っていない

無回答

（県）

N=７

⑩市町村に対する財政支援以外の支援制度 
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Ⅲ.参考資料（アンケート調査票） 
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